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2001年度（平成 13年度）の温室効果ガス排出量について 
（概要） 

 

●2001年度の温室効果ガスの総排出量は、12億 9,900万トン※。 
●前年度と比べると 2.5%の減少。 
●京都議定書の規定による基準年（原則 1990年）の総排出量
と比べ、5.2%上回っている。 

 
この総排出量のうち、９割を占める二酸化炭素は、部門別にみると以

下のとおり。 

 ＜産業部門＞ 1990年度比－ 5.1% 
 ＜運輸部門＞ 1990年度比＋22.8% 
 ＜業務その他部門＞ 1990年度比＋30.9% 
 ＜家庭部門＞ 1990年度比＋19.4% 
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産業部門 

運輸部門 

業務その他部門 

家庭部門 

476百万 t 

217百万 t 

144百万 t 

129百万 t 

（前年度比▲3.8%） 

（前年度比+0.8%）

（年度比+1.3%） 

452百万ｔ 

267百万ｔ 

188百万ｔ 

154百万ｔ 
（前年度比▲2.5%） 

※今後、算定方法の改善により、変動の可能性がある。
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運輸部門における二酸化炭素排出量の推移

二酸化炭素排出量

・モーダルシフト・
　物流の効率化
・公共交通機関　
　利用促進
　
　等が急務
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貨物自動車

-0.3%

自家用自動車からの排出増加要因
•輸送量の増加
•走行距離の増加

（百万t-CO2）

公共交通機関等：バス、タクシー、鉄道、旅客船、内航海運、国内航空

自家用乗用車

２００１年度現在、１９９０年度比約２３％増
今後２０１０年までに６％の削減必要
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+5.6%

267

マイカーが１９９０年度比で51.9％増

公共交通機関等

264

+21.8％

•内航海運による輸送量（トンキロ）の増加
　（１９９８年度→２００１年度で＋７．７％）
•トラックの営自転換の進展
　（トラック全体の輸送量に占める営業用トラックの割合
　１９９８年度→２００１年度で７８．４％→８３．０％）

自動車グリーン化税制の効果
・低公害車登録台数は500万台突破
　（2002年度末458万台より推計）

1998年度以降、運輸部門からの排出量の増加率は
抑制傾向を示している。
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